
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

特定非営利量動法人 日本防災士会

1 事業の成果

令和 4年度においては、地域防災力向上に向けて、以下の通り事業を実施 しました。

V

1 防災意識の普及、啓発事業

(1)地区防災力の向上をめざし、自主防災組織を含むコミュニティとの連携に取り組みました。

(2)地 区防災計画策定を推進する会員 。支部の育成を図るために、日本防災士機構と共同して防災

士フォローアップ研修を開催 しました。

(3)内閣府等の中央官庁や NHK、 Yah00等の各種団体との情報共有や意見交換を進め、住民の防

災意識を喚起する協働の態勢づくりを促進 しました。

2 災害支援事業

大規模災害 (令和 4年 8月 豪雨災害)においては、新潟県など被災地支部と協働 して被災地支援活

動に有益な清報の収集 と発信 と支援に努めました。

3 防災関連機関との連携、情報の収集 。発信提供事業

内閣府や防災研究機関等と連携 し会員に有益な清報の提供に努めました。ぼうさい国体でのセッシ

ョンを主催 し、積極的に情報を発信 しました。また、内閣府主催の地区防災計画セミナーに講師を

派遣するなどの取 り組みを進めました。

4 団体支援事業

支部、支部連絡協議会への助成金を継続 し、支部活動に資するツール・情報の提供を図りました。

また支部規程に基づき、都道府県 1支部の体制を整え、東京都支部の組織充実支援及び支部長会議

を開催 しました。

5 広報事業

(1) 会報・ホームページ・展示会の一層の充実を図 り、支部 。会員の皆様に有益な情報提供の促進

を図りました。会報では、本部運営情報、理事会報告等の情報を充実させました。

(2)NHK、 Yah00を はじめとするメディアとの連携を継続 し、当会の活動の広報に取 り組みました。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【38,398】 千円)

足 款 に記 載
された
事業名

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

防災意識 の普
及、啓発事業

防災啓発教材・資
材 の普及 と地 区
防災計画の推進
活動

令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

全 国 50人

防災に関

心のある

市民

4,000人 3,837

|



災害被災地ヘ
の支援事業

大規模被災地住
民への支援活動

令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

新潟 30人
被災地域

当会支部
50人 0

団体支援事業
団体への活動支

優
金付与、活動支

令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

全 国 50人

各地で防

災活動に

取 り組む

市民

4,000人 8,691

広報事業

防
昂ll

用
た

災啓発資料印
、WEBの 活
、ぼうさいこく
いへの出展

令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

全 国 150人

防災に関

心のある

市民

10,000人 25,869

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【】千円)

V 記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

定 載
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千 円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

2023年 3月 期

事 業 報 告 用

活動計算書 (そ の他事業が全登場合)

特定非営利活動法人

単位 :円
金   額 小 計 ・ 合 計

1

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

3
受取補助金

4

防災意識の普及・啓発 事業収益

5

受取利息

5().064,000
48,454
1,610

000

000

248,000
248,000

0

173,000

169

169

50,485,169
】 経

1

1

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

(2)その
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
事業費

6,442,591
6,442,591

31,955,710

31,955,710

38,398,301
2

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

2 の

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
会議費

4,295,061

4.29b.06

87,863

3,666,578

4,461,176
3,062,110

11,277,72

15 572 788

費 ′ 53,971,089

当  期  経 増 減 額 A B -3.485,920

過年度損益修正益

災害損失

当  期  経 |  夕ヽ  土曽  力戒 D
-3,485,920

0

18,044.400
14 558 48(

173,0001



書式第 15号 (法第 28条関係 )

2023年 3月 期 貸借対照表

事 業 報 告 用

営利活動法人  日本防災士会

金   額 小 計 ・ 合 計

2

の3

現金預金

未収入金

棚卸資産

敷金その他

車両運搬具
什器備品

ソフ トウェア

借地権

敷金その他
長期貸付金

16,511,570

1,150,932

16,511,570

1,150,932

17,662,502

【A】 資 産 合 計 ①+② 17,662,502

2

1

B-1

未払金

預 り金
前受金

長期借入金
退職給付引当金

1,799,329
53,673

1,257,000
-5,980

1,799,329
53,673

1,257,000
-5,980

3.104.022

3.104.022

18,044,400
-3,485,920

14.558.480

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 17,662,502
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書式第 17号 (法第 28条関係 )

2023年 3月 期 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 日 士会

目 金   額 ノ|ヽ 計 合   計

194,933

1,243,882
15,072,755

16,511,570

事業未収金

頒布品棚卸資産

ハ ソコン

事業所

銀行

2

1

3

現金預金

手元現金
みずほ銀行普通預金
ゆうちょ銀行

車両運搬具
事業用車両

ソフ トウェア
オペ レーションンステム

文書編集 ソフ ト

敷金

事業所

1,150,932 1.150,932
17.662.

0

【A】 資 産 合 計 ①+②

1,799,329
1,799,329

長期借入金

未払金
未払金

預 り金

前受金
仮受金

53,673
1,257,000

5,980

53,673
1,257,000

-5,980

3,104,022

3,104,022【B-1】 負 債 合 計 ③+④

14.558,480【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 一 【B-1】









書式第 4号 (法 第 10条 ・第 28条関係 )

え工8あ筆
黎顎毛簿

(社 員の うち 10人 以上の者の名簿 )

記

事業報告用

2023年 6月 30日

特定非営利活動法人日本防災士会

室崎 益輝

役 名 氏名 (フ リガナ)

理 事 横内 春三 よこうち はるみつ

理 事 保田 真理 やすだ まり

理 事 藁谷 俊史 わらがい としふみ

理 事 飯塚 宗夫 いいづか むねお

理事 木船 賢治 きふね けんじ

理 事 大澤  サユ リ おおさわ さゆり

理事 平山 優子 ひぅやま ゆうこ

理 事 甘 中 繁雄 かんなか しげお

理事 宮澤  茂 みやざわ しげる

10 理 事 砂 田 紀子 すなだ のりこ

11 理 事 山本 賢―郎 やまもと けんいちろう

12 理 事 正谷 絵美 まさたに えみ

13 理事 別府 茂 べっぶ しげる

14 理 事 成川  ―正 なるかわ かずまさ

15 理 事 佐伯 邦夫 さえき くにお

16 理事 大月 真 由美 おおつき まゆみ

17 理 事 望月 司 もちづき つかさ

18 理事 岩井 慶次 いわい けいじ

19 理 事 田渕 和夫 たぶち かずお

20 理事 室崎 益輝 むろさき よしてる

21 理 事 大石 伸雄 おおいし のぶお

22 理事 植村 信吉 うえむら しんきち

23 理事 早稲 田 員廣 わせた まさひろ

24 理 事 黒 田 敏博 くろだ としひろ

25 理事 宮水 正稔 みやなが まさとし

26 理 事 佐藤 治邦 さとう はるくに

27 理 事 西 直人 にし なおと

28 監事 吉水 康夫 よしみず やすお

29 監 事 山中 麗 子 やまなか れいこ

30 監 事 小野 修 おの おさむ

31 監事 小杉  邦夫 こすぎ くにお

32 監 事 粟飯原 和宜 あいはり かずのり


